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あり、明確な答えは得られていない。たとえば、Aitken and Harrison (1999)  はベネズエラの製造業に
ついて分析し、 対内 FDI は国内企業の生産性に対して負の影響を与えたことを見出している。 一方、
Haskel et al. (2007) などの研究では、正のスピルオーバー効果を見出している。また、いくつかの研
究では、 統計的に有意な効果は見られないものの、 ある条件のもとでは正のスピルオーバー効果を見
出しているものもある。 たとえば、 Girma (2005)  は国内企業の技術受容能力の重要性を強調している。













FDI の効果に関して、 実証研究による解明はほとんど進んでいない。 どのような要因が正の FDI スピ
ルオーバー効果をもたらすのかは、適切な政策立案のためにも重要な研究課題である。 
日本においては、長期低迷する経済を活性化する目的で、2003 年に政府は、対内 FDI を 5 年間で
                                                  
1 FDI スピルオーバーや関連した文献サーベイについては、Crespo and Fontoura (2007)  などを参照の
こと。 



































し、外資系企業と国内企業のパフォーマンスの違いを分析する。そして第 3 節では、FDI のスピルオ
ーバー効果について理論的な背景を説明し、 検証するモデルを提示する。 実証分析結果は第 4 節で考
                                                  


















2.1  分析に利用するデータについて 
  産業レベル ・ 企業レベルの分析に入る前に、 本稿で利用するデータについて説明する。 本研究では、
経済産業省が毎年実施している『企業活動基本調査』の個票データから作成した、企業レベルのパネ
ルデータを利用する。 この調査は、 従業者数 50 人以上または資本金 3000 万円以上の企業を対象とし
ており、製造業、鉱業、商業、その他の諸サービス業に事業所を持つ企業に回答が義務付けられてい
る。この調査は 1992 年（1991 年度の実績データ）から開始されているが、2001 年調査（2000 年度
の実績データ） 以降サービス業の調査対象が拡大されたため、 本研究では 2001 年調査以降のデータ、
つまり 2000 年度～2007 年度の実績データを利用している
5。分析にあたり、売上高、従業者数、賃
金総額、有形固定資産、減価償却額、仕入高のいずれかのデータが欠損値になっているサンプルは、
分析対象から除いている。 こうしたデータ整備を行った後の分析用データセットには、 毎年約 24,000
社の企業が含まれており、そのうちの約半数は非製造業に属する企業である
6。 
  このデータセットを用いて、労働生産性と全要素生産性（TFP）の 2 つの生産性指標を計算する。
生産性の計測にあたり、 企業レベルの労働時間に関するデータが存在しないため、 労働投入量は従業
者数を用い、労働時間は考慮していない。また、実質付加価値は、JIP データベース 2009 の産業別価
格指数を利用して実質化した実質産出から実質投入を引いた値として求めている。 労働生産性は、 従




2.2  日本経済の生産性推移と日本における外資系企業のプレゼンス 




                                                  











7  変数の定義や出所、TFP の計算等については、補論を参照のこと。 
8  深尾他（2007）は、日本の非製造業の TFP 成長率は 1970 年代から低いが、1990 年代以降さらに低
下したことを示している。Shinada (2003)  も、1990 年代の日本の非製造業の TFP レベルが 1980 年代
と比べてかなり低いことを示している。さらに、OECD (2001) はサービス部門の労働生産性を国際 
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よる産業別生産性の国際比較の結果は（Inklaar and Timmer 2008） 、日本の生産性レベルが、労働生産
性で測っても、また TFP で測っても、米国の約 60 パーセントにすぎないことを示している（図 1 を
参照のこと） 。 製造業部門は比較的生産性レベルが高いものの、 それでも米国の約 70 パーセントのレ
ベルである。一方、商業やビジネス・サービスといったサービス業種では、日本の生産性レベルは米
国の 40～50 パーセント程度と報告されている。1997 年と 2005 年の数値を比較すると、日本の相対
的な生産性レベルは 2005 年にはさらに低下している
9。また、Inklaar and Timmer (2008) によれば、





  一方、森川（2007a）は、2000～04 年の日本の企業レベルデータを分析し、サービス産業の生産性
レベルは製造業と比較して有意に低いわけではないと結論づけている。 ただし、 前者は後者に比べて、
産業内における生産性のバラツキが大きいという。また、森川（2008）は、サービス産業の生産性向


















表 1 は、2000～07 年の期間における外資系企業数を産業別にまとめたものである。パネル（a）は、
                                                                                                                                                                 
比較し、 日本の主な非製造業業種の労働生産性成長率が 1990 年代に大きく低下したと報告している。
例えば、卸小売業と運輸・通信業の労働生産性成長率は、1979～89 年の期間でそれぞれ、平均 4.4
パーセント、4.1 パーセントであり、これは主要 10 カ国でトップレベルであった。しかし、1990～97
年の期間では、その成長率がそれぞれ、1.0 パーセント（主要 10 カ国中 5 番目） 、0.5 パーセント（主
要 10 カ国中最下位）に低下した。 
9  米国の生産性に関して、1990 年代以降の生産性上昇はサービス産業の生産性上昇による貢献が大
























 表 2 と表 3 はそれぞれ、 全従業者数のうちの外資系企業従業者数の割合と付加価値合計に占める外
資系企業の割合とを産業別に示したものである。 外資系企業は国内企業よりも規模が大きいという傾
向を反映し、従業者数シェアや付加価値シェアは、企業数シェアよりも格段に大きい。外資出資比率
33.4 パーセント以上の外資系企業が全従業者数に占めるシェアは、全産業で 5.4 パーセント、製造業
で 7.6 パーセント、非製造業で 3.5 パーセントである（表 2 のパネル a） 。一方、外資出資比率 33.4 パ
                                                  
10  日本では、商法に定められた重要事項（定款の変更、会社の合弁・分割、営業譲渡、第三者に対
する新株の有利発行、取締役・監査役の解任、会社の組織変更等）については、株主総会の特別決議
が必要とされるが、 これは発行済み株式数の過半数に当たる株主の出席とその議決権の 3 分の 2 以上




て、推計結果の頑健性をチェックするが、その結果は、本稿第 4.3 節で触れる。 
11  東洋経済新報社の『総覧』によれば、製造業に属する外資系企業のうち 60 パーセント超が 1991
年以前に設立された企業であるのに対し、非製造業の外資系企業のうち 60 パーセント近くは 1991
年以降に設立された企業である。 このことは、 非製造業の外資系企業では社齢の若い企業が多いこと、
そして、参入・退出も特に非製造業で活発であることを示唆している。 
12  この『総覧』では、基本的に、外資出資比率 20 パーセント以上の企業を外資系企業と定義してお
り、また、産業分類も各企業の事業内容に従って、東洋経済新報社が独自に分類した産業分類に依拠
している。 
13  Ito and Fukao (2005)  では、 FDI に関する統計データの諸問題について説明した上で、 全産業の全て
の事業所・企業を対象とした『事業所・企業統計調査』のデータに基づいて、日本の対内 FDI の傾
向や特徴を分析している。 日本の外資系企業のプレゼンスについて、 より包括的かつ信頼性の高い統






14.5 パーセント、非製造業で 5.1 パーセントである（表 2 のパネル a） 。ほとんどすべての産業におい
て、外資系企業の付加価値に占めるシェアは、従業者数シェアよりも大きく、外資系企業は一人当た






















 表 4 は、式（1）の要因分解結果を示している。パネル（a）は、全産業における従業者数と付加価
値の合計の変化分を要因分解したもので、ここでは、Switch-in と Switch-out の影響は現れない。パネ
ル（b）と（c）はそれぞれ、製造業についての要因分解と非製造業（一次産業と鉱業を除く）につい
ての要因分解とを表している。 これら両パネルでは、 製造業と非製造業との間で産業を移動した企業
の貢献分も示されている。まず、パネル（a）をみると、2000～07 年に全体の付加価値は 57.5 パーセ
ント増加したのに対し、全従業者数は 16.9 パーセントしか増加していない。次に、付加価値の増加
については、存続企業の貢献分が非常に大きいのに対し（寄与率 74 パーセント） 、従業者数の増加に
対する存続企業の寄与率は 31.8 パーセントにとどまっている。 このことは、 雇用の創出に対しては、
企業の新規参入が重要であることを示している
14。この傾向は、製造業でさらに顕著である（パネル






定することが可能であるが、 退出に関する情報は調査項目になく、 退出したか否かは特定することが 
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b） 。存続企業が、付加価値増加分の 80 パーセント以上を説明しているのに対し、存続企業の従業者
























業との間で産業を移動した外資系企業のそれぞれの貢献分を合計したもの） 。この 27.3 パーセントと
いう寄与率は、表 3 に示した製造業における外資系企業の付加価値シェアよりも格段に大きい。 








2.3  外資系企業のパフォーマンス 
  前節の分析から、日本経済における外資系企業のプレゼンス（雇用や付加価値に占めるシェア）に
比べて、総付加価値の増加に対する外資系企業の貢献はかなり大きいことが明らかになった。また、








               （ 2） 
 
ここで、FOREIGNitは、t 年における企業 i の外資出資比率が 33.4 パーセント以上である場合に 1 を
とるダミー変数である。 Djと Dtはそれぞれ、 産業ダミーと年ダミーを表す。 εitは誤差項である。 SIZEit
は、各企業の雇用（対数値）で測った企業規模を表す
15。被説明変数 Yitは、t 年における企業 i のさ
まざまなパフォーマンス指標を示す。 外資ダミー変数 FOREIGNitの係数 β は外資系企業と国内企業と



















 第 1 節で述べたように、 外資系企業からのスピルオーバー効果を受けるには、 いくつかのチャネル
が考えられる。先行研究の中には、国内企業の技術吸収能力に着目しつつ、外資系企業のデモンスト
レーション効果や模倣効果を研究したものも多い。または、産業間の後方・前方連関を通じたスピル
オーバー効果を分析したものもある。最近では、Aghion et al. (2009)  が既存企業のイノベーションに
対するインセンティブの変化に着目し、 外資系企業の参入が、 競争を通じて国内企業に正のスピルオ
ーバー効果をもたらすかどうかを検証している。Aghion et al. (2009)  は、シュンペーター型の成長理
論に依拠し、イノベーションと企業成長との関係を論じている。つまり、技術フロンティアに近い企
                                                  
15  ただし、被説明変数が雇用、売上高、資産の変数をとる場合は、SIZEitは回帰式に含まれない。 
16  外資系企業のパフォーマンスが国内企業よりも概して優れていることは、すでにさまざまな国で
の実証研究によって確認されている。日本企業については、Fukao et al. (2005) や Kimura and Kiyota 
















                                                             ( 3 )  
 
ここで、i は国内企業を表すインデックスであり、j は産業、t は年を表す。変数 PROD は国内企業の
生産性レベル（対数値）を表し、Δ は t 年の値から t－1 年の値の差分を表す。つまり、 （3）式の被説








れない（例えば、Aitken and Harrison 1999 などを参照） 。説明変数 MKTshare は、産業の売上高総額に
対する、各企業の売上高の割合を表す。各企業の市場シェアの大きさは、産業の技術的な特性により
異なっており、市場支配力の指標として適切でないかもしれない。そこで、 （3）式では、一階の階差
をとった変数（ΔMKTshare）を採用する。また、 （3）式では、対内 FDI と国内企業の生産性成長率と
の相関について、Aghion et al. (2009)  が示したような不均一性を考慮していない。しかし、シュンペ







                                                  
















4.  実証分析の結果 
 
4.1  基本モデルの推定結果 
  上の（3）式を推定した結果は、表 6 のとおりである。標準ケースとして、生産性と市場シェアの
変数は、 １階の階差をとったものを採用する。 生産性成長率と対内 FDI シェアとの内生性を考慮し、
対内 FDI シェアの変数は１期ラグをとったものとする。技術のキャッチアップ効果は、１期ラグを
とった GAP 変数によって捉えられる。生産性指標として TFP を用いた推定結果をパネル（a）に、







4.2 対 内 FDI スピルオーバー効果の不均一性 




よう。そこで、対内 FDI と国内企業の生産性成長との相関における不均一性を考慮するために、 （3）
                                                  
18  ここで、外資系企業も含めてフロンティア企業を特定し、フロンティア企業の平均生産性を求め
ている。 フロンティア企業として特定化されたサンプル全体の約 8 パーセントが外資系企業 （外資出
資比率 33.4 パーセント基準）のサンプルであった。外資出資比率 50 パーセント基準とすると、全体


















                                     (5) 
 変 数 CATCH は、キャッチアップ企業に対して 1、そうでない企業については 0 をとるダミー変数
である。ここで、キャッチアップ企業とは、前年において、フロンティア企業との生産性格差を縮小
した企業と定義する
20。つまり、t-1 年から t 年の間にフロンティアからの距離を縮めた企業が、t-1
年におけるキャッチアップ企業と定義される。拡張モデル 1（4 式）は、キャッチアップ企業が正の













ため、対内 FDI から正のスピルオーバー効果を受ける可能性が低いかもしれない。 











                                                  








4.3  推定結果の頑健性のチェック 








するため、操作変数法（IV 法）を用いて回帰分析を行ったり（たとえば、Haskel et al. 2007、Aghion et 
al. 2008、 Vahter 2010 など） 、 長期間のラグをとった変数を用いて分析したりしている （たとえば Haskel 
et al. 2007 など） 。適切な操作変数を定義しそのデータを収集することがしばしば困難であるため、本
稿では、より長期間のラグをとった分析を行い、推定結果の頑健性をチェックする
22。 




期のラグをとったほうが適切だとも考えられる。そこで、3 階の階差をとった変数と 3 年間のラグを
とった説明変数を利用して標準モデルを推定し、その結果を表 8 に示す。また、拡張モデル 1 と 2
についても同様に、 3 階の階差と 3 年間のラグをとった変数を用いて推定し、 その結果を表 9 に示す。
表 8 の結果は、表 6 の結果と非常に近く、企業固定効果をコントロールすると対内 FDI は国内企業
の生産性成長率に対して負のスピルオーバー効果を持つことが確認される。表 9 の列（1）～（3）の
                                                  
21  結果の頑健性のチェックとして、産業レベルの競争度を表すいくつかの指標を含めた推計も行っ
た。 産業の集中度を示すハーフィンダール指数 （企業レベルの売上データを用いて、 産業ごとに計測）
は、 負の係数を持つ傾向が見られ、 市場競争が企業レベルの生産性成長率を高めることが示唆される。
しかし、輸入浸透度（JIP データベース 2009 を利用して、産業ごとの計測）は、企業レベルの生産性








22  対内 FDI 変数に対する操作変数の候補としては、米国における対内 FDI や規制の指標などが考え
られる。ただし、規制指標については、国内企業の参入には影響を与えないが外資系企業の参入には
影響を与える規制のみを考慮した指標でなければならない。 このように、 操作変数の利用には困難な
問題があるが、頑健性のチェックのため将来的には IV 法も試みる必要がある。  
 
  13
結果も、表 7 の列（1）～（3）の結果と整合的であり、キャッチアップ企業のみが対内 FDI から正
のスピルオーバー効果を得ていることが示唆される。さらに、製造業よりも非製造業で、スピルオー
バー効果がより大きいことを示している。 
  一方、技術フロンティアからの距離と対内 FDI の効果に関して、表 9 の結果は表 7 の結果と整合
的とはいえない。表 9 の列（4）～（6）は、特に製造業において、技術フロンティアから遠い企業ほ






内 FDI のスピルオーバー効果は依然として負で有意である。 
 









国企業が発行済み株式の 3 分の 1 超を取得した場合に経営権を握ると解釈されることが通例だが
23、
『企業活動基本調査』では、単一企業が 3 分の 1 超を出資しているのか、または複数の外国企業や外






                                                  






年の組み合わせがあるが（70 産業×8 年間） 、 「親会社が外国企業である」という定義を用いると、
158 のケースで外資系企業のプレゼンスがゼロとなる。 一方、 外資出資比率 3 分の 1 超の定義を用い
た場合と過半所有外資の定義を用いた場合は、それぞれ 68、106 のケースで外資系企業のプレゼン
スがゼロとなる。 「親会社が外国企業である」という定義を用いて表 6～9 や付表 3～6 と同様な推定








4.4  結果の解釈ついて 
























  本稿の分析結果は、対内 FDI の正のスピルオーバー効果の存在を示すものではないが、何らかの
企業特殊的要因によって生産性成長率が潜在的に高い企業は、対内 FDI から正のスピルオーバーを
受けていることを示している。これは、潜在的に成長性の高い企業にとっては、外資のプレゼンスが




















  いくつかの先行研究（例えば、Javorcik 2004、Javorcik et al. 2004、Barrios et al. 2009 など）は、産
業間の前方・後方連関に着目している。産業連関については、本稿の分析対象としていないが、産業


























  本稿では、国内企業の生産性成長に対する、対内 FDI のスピルオーバー効果を、非製造業企業に
ついてもカバーした大規模な企業レベルのデータを用いて分析した。 非製造業企業に関する実証分析
                                                  
26  『2005 年産業連関表』の産業レベルのデータも、同様な数値を示している。製造業全体では、国
内産出額に対する付加価値の割合は約 30 パーセント、非製造業（一次産業、鉱業、公的部門を除く）
全体では、同割合が約 60 パーセントである。 
27  例えば、 『2005 年産業連関表』によれば、製造業全体の総需要に対する最終需要の割合は 44 パー





て対内 FDI が重要であることを考慮すると、 非製造業についての実証分析の蓄積は、FDI スピルオー
バー効果に関するより正確な理解と適切な経済・産業政策の立案のために欠かせない。 


























Acemoglu, Daron, Philippe Aghion, and Fabrizio Zilibotti (2006) “Distance to Frontier, Selection, and 
Economic Growth,” Journal of European Economic Association, Vol. 4, Issue 1, pp. 37-74. 
Aghion, Philippe, Richard Blundell, Rachel Griffith, Peter Howitt, and Susanne Prantl (2009) “The Effects of 
Entry on Incumbent Innovation and Productivity,” Review of Economics and Statistics, 91(1): 20-32. 
Aitken, Brian J., and Ann E. Harrison (1999) “Do Domestic Firms Benefit from Direct Foreign Investment? 
Evidence from Venezuela,” American Economic Review 89(3): 605-618. 
Arnold, Jens, Beata S. Javorcik, and Aaditya Mattoo (2007) “Does Services Liberalization Benefit 
Manufacturing Firms? Evidence from the Czech Republic,” World Bank Policy Research Working Paper 
4109, January, World Bank.  
 
  17
Arnold, Jens, Giuseppe Nicoletti, and Stefano Scarpetta (2008) “Regulation, Allocative Efficiency, and 
Productivity in OECD Countries,” OECD Economics Department Working Paper, No. 616. 
Barrios, Salvador, Holger Görg, and Eric Strobl (2009) “Spillovers Through Backward Linkages from 
Multinationals: Measurement Matters!,” IZA Discussion Paper No. 4477, October, Institute for the 
Study of Labor. 
Crespo, Nuno, and Maria Paula Fontoura (2007) “Determinant Factors of FDI Spillovers – What Do We Really 
Know?,” World Development, 35(3): 410-425. 
Fukao, Kyoji, Keiko Ito, and Hyeog Ug Kwon (2005) “Do Out-In M&As Bring Higher TFP to Japan? An 
Empirical Analysis Based on Micro-Data on Japanese Manufacturing Firms,” Journal of the Japanese 
and International Economies, Vol. 19, pp. 272-301.   
Fukao, Kyoji, Keiko Ito, Hyeog Ug Kwon, and Miho Takizawa (2006) “Cross-Border Acquisitions and Target 
Firms’ Performance: Evidence from Japanese Firm-Level Data,” NBER Working Paper 12422, August, 
National Bureau of Economic Research. 
Girma, Sourafel (2005) “Absorptive Capacity and Productivity Spillovers from FDI: A Threshold Regression 
Analysis,” Oxford Bulletin of Economics and Statistics, Vol. 67, No. 3, pp. 281-306.   
Hartiwig Jochen (2008) “Productivity Growth in Service Industries: Are the Transatlantic Differences 
Measurement-Driven?,” Review of Income and Wealth, Vol. 54, Issue 3, pp.494-505. 
Haskel, Jonathan E., Sonia C. Pereira, and Matthew J. Slaughter (2007) “Does Inward Foreign Direct 
Investment Boost the Productivity of Domestic Firms?” Review of Economics and Statistics, 89(3): 
482-496. 
Inklaar, Robert, and Marcel P. Timmer (2008) “GGDC Productivity Level Database: International 
Comparisons of Output, Inputs and Productivity at the Industry Level,” Groningen Growth and 
Development Centre Research Memorandum GD-104, Groningen: University of Groningen, September 
2008. 
Inklaar, Robert, Marcel P. Timmer, and Bart van Ark (2008) “Data for Productivity Measurement in Market 
Services: An International Comparison,” International Productivity Monitor, No. 16, Spring, pp. 71-81. 
Ito, Keiko and Kyoji Fukao (2005) “Foreign Direct Investment and Trade in Japan: An Empirical Analysis 
Based on the Establishment and Enterprise Census for 1996,” Journal of the Japanese and International 
Economies, Vol.19, pp. 414-455. 
Ito, Yukiko (2007) “Choice for FDI and Post-FDI Productivity,” RIETI Discussion Paper 07-E-049, Research 
Institute of Economy, Trade and Industry. 
Javorcik, Beata Smarzynska (2004) “Does Foreign Direct Investment Increase the Productivity of Domestic 
Firms? In Search of Spillovers Through Backward Linkages,” American Economic Review, Vol. 94 (3), 
pp. 605-627. 
Javorcik, Beata Smarzynska, Kamal Saggi, and Mariana Spatareanu (2004) “Does It Matter Where You Come 
From? Vertical Spillovers from Foreign Direct Investment and the Nationality of Investors, “ World 
Bank Policy Research Working Paper 3449, November, The World Bank. 
Kimura, Fukunari and Kozo Kiyota (2007) “Foreign-owned versus Domestically-owned Firms:  Economic 
Performance in Japan,” Review of Development Economics, 11(1): 31-48.  
 
  18
Kugler, Maurice (2006) “Spillovers from Foreign Direct Investment: Within or Between Industries?,” Journal 
of Development Economics, Vol. 80, pp. 444-477. 
Levinsohn, James and Amil Petrin (2003) “Estimating Production Functions Using Inputs to Control for 
Unobservables,” Review of Economic Studies, 70(2):317-341. 
OECD (2001) “Innovation and Productivity in Services,” OECD Proceedings, Organisation for Economic 
Co-operation and Development. 
Olley, G. Steven and Ariel Pakes (1996) “The Dynamics of Productivity in the Telecommunications Equipment 
Industry,” Econometrica, 64 (6): 1263-1297. 
Shinada, Naoki (2003) “Decline in Productivity in Japan and Disparities Between Firms in the 1990s: An 
Empirical Approach Based on Data Envelopment Analysis,” Development Bank of Japan Research 
Report 38, April, Economic and Industrial Research Department, Development Bank of Japan.   
Todo, Yasuyuki (2006) “Knowledge spillovers from foreign direct investment in R&D: Evidence from 
Japanese firm-level data,”  Journal of Asian Economics, 17(6): 996-1013. 
Triplett, Jack E. and Barry P. Bosworth (2004), Productivity in the U. S. Services Sector: New Sources of 
Economic Growth, Washington, D.C.: Brookings Institution Press. 
Vahter, Priit (2010) “Does FDI spur innovation, productivity and knowledge sourcing by incumbent firms? 
Evidence from manufacturing industry in Estonia,” Research Paper Series 2010/09, The University of 
Nottingham. 
 
深尾京司・徳井丞次・乾友彦・浜潟純大（2007） 「分析編：TFP 成長率の計測」 、 『JIP データベース
2006』独立行政法人経済産業研究所ホームページ <http://www.rieti.go.jp/jp/database/d05.html>、
（ダウンロード日： 2007 年 9 月 2 日） 。 
森川正之（2007a）  「サービス産業の生産性は低いのか？―企業データによる生産性の分布・動態
の分析―」 、RIETI Discussion Paper Series 07-J-048、独立行政法人経済産業研究所。 
森川正之 （2007b） 「生産性が高いのはどのような企業か？―企業特性とTFP―」 、 RIETI Discussion Paper 
Series 07-J-049、独立行政法人経済産業研究所。 
森川正之（2008） 「サービス産業の生産性を高めるにはどうすれば良いのか？―これまでの研究成果











独立行政法人経済産業研究所『JIP データベース 2009』 （詳細は、深尾他（2007）を参照）から算
出した産業別の産出デフレータを利用して、実質化した。2007 年のデフレータは上記データベース






  卸・小売業の中間投入額は、 （ （売上原価＋販売費・一般管理費）－（給与総額＋減価償却費＋仕入
高） ）とし、その他の業種の中間投入は、 （ （売上原価＋販売費・一般管理費）－（給与総額＋減価償
却費） ）として算出した。2000～06 年の中間投入額は、 『JIP データベース 2009』から算出した産業
別の中間投入デフレータを利用して、実質化した。2007 年のデフレータは、日本銀行による価格指
数の 2006～07 年の伸び率を利用して求めた。ここで、製造業業種については、日本銀行の産業別投




  各企業の常用従業者数に各産業平均の労働時間を掛けて労働投入量とした。2000～06 年の労働時
間のデータは、 『JIP データベース 2009』の産業別労働時間のデータを利用した。2007 年について
は、厚生労働省の『毎月勤労統計調査年報』から得られた 2006～07 年の労働時間数の変化率を利用




データ項目があるのは 1995 年と 1996 年のみである。そこで、1995、96 年の産業別の資産内訳にお
ける平均土地比率を利用して、 各企業の有形固定資産額から土地を分離した。 土地を分離した後の純
資本ストックの推計は以下のように行った。 
  各企業の純資本ストック （2000 年価格） は、 各企業の簿価表示の有形固定資産額に産業別の時価・
簿価比率を掛けて推計した。つまり、産業 j に属する企業 i の純資本ストックは以下の式によって推
計した。 




ここで、BVit は企業 i の t 年における簿価の有形固定資産額を表し、INKit は産業 j の 2000 年
価格の純資本ストック額を表す。そして、IBVit は産業 j の t 年における簿価の純資本ストック
額を表す。ここで、INKit は、以下の手順で推計した。まず、財務省の『法人企業統計』から
1975 年時点の各産業のその他の有形固定資産額期末値（簿価）を、 『JIP データベース 2009』
の投資デフレータを利用して 2000 年価格に変換する。これを、初期時点の実質純資本ストック
とした。次に、恒久棚卸法（perpetual inventory method）により 1975 年以降の各年の純資本
ストックを推定した。このとき、 『JIP データベース 2009』の投資デフレータを利用して 2000
年価格に実質化した新規投資額（＝新設－売却滅失）と、産業別減価償却率を用いた。産業別減




各企業の TFP は、Levinsohn and Petrin (2003)  によって提唱された方法で産業別に生産関数を推計
し、 それに基づいて計測した。 生産関数は、 基本的に付表 1 に示した 2 桁レベルの産業別に推計した。
ただし、 サンプル数が十分でなく統計的に有意な係数が推定されない場合もあったことから、 いくつ






































































(a) 外資比率33.4% 以上の外資系企業 （上段：企業数、下段：総数に占めるシェア、％）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2000-07
平均
1-48 全産業 407 441 450 437 533 560 494 466 474
(1.74) (1.85) (1.93) (1.93) (2.22) (2.38) (2.08) (1.88) (2.00)
1-30 製造業 202 222 213 230 266 264 243 235 234
(1.76) (1.93) (1.90) (2.13) (2.31) (2.33) (2.18) (2.02) (2.07)
33-48 205 219 236 206 267 296 250 231 239
(1.74) (1.79) (1.96) (1.75) (2.15) (2.43) (2.00) (1.77) (1.95)
37 141 149 151 131 158 171 142 124 146
(2.68) (2.89) (3.02) (2.72) (3.18) (3.53) (3.01) (2.56) (2.95)
38 23 22 27 21 33 39 32 32 29
(0.79) (0.73) (0.94) (0.75) (1.12) (1.33) (1.11) (1.07) (0.98)
40-42 11 15 17 17 25 28 21 22 20
(1.41) (1.67) (1.80) (1.66) (2.20) (2.35) (1.76) (1.70) (1.84)
44 27 28 33 26 31 35 33 27 30
(2.12) (2.06) (2.37) (1.89) (2.01) (2.37) (2.25) (1.67) (2.08)
(b) 外資比率50％以上の外資系企業 （上段：企業数、下段：総数に占めるシェア、％）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2000-07
平均
1-48 全産業 285 311 335 310 384 405 352 344 341
(1.22) (1.31) (1.44) (1.37) (1.60) (1.72) (1.49) (1.39) (1.44)
1-30 製造業 109 129 134 135 161 160 143 154 141
(0.95) (1.12) (1.19) (1.25) (1.40) (1.41) (1.28) (1.32) (1.24)
33-48 176 182 201 175 223 245 209 190 200
(1.49) (1.48) (1.67) (1.49) (1.79) (2.01) (1.67) (1.46) (1.63)
37 125 134 140 117 140 150 127 106 130
(2.37) (2.60) (2.80) (2.43) (2.82) (3.10) (2.69) (2.19) (2.62)
38 19 17 22 18 26 33 27 28 24
(0.65) (0.56) (0.76) (0.65) (0.88) (1.12) (0.94) (0.93) (0.81)
40-42 7 7 9 11 16 19 14 14 12
(0.90) (0.78) (0.95) (1.07) (1.41) (1.60) (1.17) (1.08) (1.15)
44 23 21 25 22 27 27 26 21 24



















(a) 外資比率33.4% 以上の外資系企業 (%)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2000-07
平均
1-48 全産業 3.56 3.81 4.20 6.11 6.31 6.77 6.09 5.69 5.36
1-30 製造業 5.59 6.01 5.44 8.82 9.05 9.06 8.99 7.88 7.60
33-48 1.56 1.76 3.14 3.79 4.07 4.94 3.96 4.06 3.49
37 卸売業 2.82 3.21 3.57 3.04 3.52 4.31 3.61 4.85 3.61
38 小売業 0.66 0.40 2.20 3.34 2.66 4.03 3.23 2.80 2.49
40-42 対事業所サー
ビス 0.67 2.30 2.99 2.91 5.77 6.73 4.11 3.33 3.88
44 情報サービス 3.27 3.88 5.23 7.06 5.35 5.59 6.46 4.65 5.25
(b) 外資比率50％以上の外資系企業 (%)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2000-07
平均
1-48 全産業 1.62 1.53 1.60 2.12 2.72 3.24 2.65 2.58 2.28
1-30 製造業 2.27 2.04 1.54 1.74 2.77 3.15 2.99 2.82 2.42
33-48 0.98 1.06 1.66 2.45 2.69 3.31 2.41 2.41 2.17
37 卸売業 2.42 2.83 3.42 2.78 2.98 3.49 3.00 2.82 2.96
38 小売業 0.33 0.32 0.43 2.51 2.19 3.20 2.29 2.39 1.78
40-42 対事業所サー
ビス 0.44 0.38 1.23 2.06 2.26 2.84 1.40 1.21 1.56






(a) 外資比率33.4% 以上の外資系企業 （%）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2000-07
平均
1-48 全産業 5.16 6.15 5.52 10.00 10.97 7.22 12.19 12.90 10.02
1-30 製造業 7.64 9.04 6.45 14.55 15.20 18.39 19.27 18.24 14.52
33-48 2.22 3.17 4.64 5.23 6.38 7.08 4.38 6.01 5.08
37 卸売業 5.21 5.14 5.29 5.00 5.94 7.99 7.43 10.31 6.51
38 小売業 1.33 0.98 2.45 3.72 4.06 5.43 5.27 4.68 3.57
40-42 対事業所
サービス 0.35 6.26 7.59 7.89 7.20 7.25 2.39 6.28 5.85
44 情報サービ
ス 4.16 4.60 10.88 12.00 10.53 10.59 13.45 11.59 9.95
(b) Majority-owned firms （%）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2000-07
平均
1-48 全産業 2.59 2.65 2.15 3.32 3.98 5.05 4.23 5.30 3.89
1-30 製造業 3.47 3.71 1.31 2.27 3.38 5.50 5.93 6.24 4.28
33-48 1.55 1.56 2.99 4.45 4.67 5.15 2.37 4.11 3.48
37 卸売業 4.04 4.70 4.90 4.50 4.69 5.33 4.47 4.23 4.61
38 小売業 0.87 0.94 1.25 2.95 3.28 4.45 4.00 3.86 2.77
40-42 対事業所
サービス 0.24 0.18 2.51 7.31 5.13 5.43 1.11 5.03 3.80
44 情報サービ









全企業合計の成長率 C+i+j 24,031 16.9 (100) 57.5 (100)
存続企業 C=a+b+c+d 5.4 (31.8) 42.6 (74.0)
常に国内企業 a 16,040 5.3 (31.5) 32.3 (56.2)
常に外資系企業 b 160 0.3 (1.7) 3.4 (6.0)
国内→外資に変更 c 101 -0.1 (-0.7) 6.6 (11.5)
外資→国内に変更 d 75 -0.1 (-0.6) 0.2 (0.3)
新規参入企業
国内企業 e 8,157 30.5 (180.4) 27.2 (47.3)
外資系企業 f 205 1.0 (6.1) 2.7 (4.7)
退出企業
国内企業 g 6,776 -19.4 (-115.0) -14.0 (-24.4)
外資系企業 h 172 -0.6 (-3.3) -0.9 (-1.6)
純参入
国内企業 i=e+g 11.0 (65.4) 13.2 (22.9)
外資系企業 j=f+h 0.5 (2.8) 1.8 (3.1)
(b) 製造業 (%)
企業数*
全企業合計の成長率 C+i+j 11,570 -0.1 (100) 63.6 (100)
存続企業 C=a+b+c+d -1.5 (1714.9) 51.9 (81.5)
常に国内企業 a 8,048 -1.1 (1264.5) 33.9 (53.3)
常に外資系企業 b 72 0.2 (-234.7) 6.1 (9.5)
国内→外資に変更 c 63 -0.4 (438.3) 11.7 (18.4)
外資→国内に変更 d 41 -0.2 (246.8) 0.2 (0.3)
新規参入企業
国内企業 e 2,978 14.9 (-17623.0) 20.3 (31.9)
外資系企業 f 87 0.7 (-801.5) 1.3 (2.0)
退出企業
国内企業 g 2,852 -13.8 (16278.4) -11.2 (-17.6)
外資系企業 h 76 -0.6 (749.4) -1.2 (-1.8)
純参入
国内企業 i=e+g 1.1  (-1344.5) 9.1 (14.3)
外資系企業 j=f+h 0.0  (-52.1) 0.1 (0.2)
非製造業からの転入
国内企業 k 359 3.4 (-3969.8) 5.1 (8.0)
外資系企業 l 13 0.2 (-254.5) 0.8 (1.2)
非製造業への転出
国内企業 m 313 -2.7 (3131.5) -0.3 -(0.4)
外資系企業 n 13 -0.7 (874.5) -1.3 (-2.0)
純転入
国内企業 o=k+m 0.7  (-838.3) 4.8 (7.6)
外資系企業 p=l+n -0.5 (620.0) -0.5  (-0.8)
 (c)  一次産業・鉱業除く非製造業 (%)
企業数*
全企業合計の成長率 C+i+j 12,407 34.0 (100) 50.4 (100)
存続企業 C=a+b+c+d 12.4 (36.4) 28.7 (56.9)
常に国内企業 a 7,295 11.7 (34.4) 28.0 (55.7)
常に外資系企業 b 70 0.5 (1.5) 0.4 (0.8)
国内→外資に変更 c 31 0.2 (0.5) 0.2 (0.3)
外資→国内に変更 d 26 0.0 (-0.0) 0.1 (0.2)
新規参入企業
国内企業 e 5,162 46.0 (135.4) 35.7 (70.8)
外資系企業 f 118 1.4 (4.1) 4.4 (8.8)
退出企業
国内企業 g 3,897 -25.0 (-73.7) -17.4 (-34.6)
外資系企業 h 96 -0.5 (-1.4) -0.6 (-1.3)
純参入
国内企業 i=e+g 21.0 (61.8) 18.2 (36.2)
外資系企業 j=f+h 0.9 (2.6) 3.8 (7.5)
製造業からの転入
国内企業 k 317 2.7 (7.9) 2.1 (4.1)
外資系企業 l 12 0.6 (1.8) 1.6 (3.3)
製造業への転出
国内企業 m 354 -3.4 (-10.1) -3.8 (-7.5)
外資系企業 n 13 -0.1 (-0.4) -0.3 (-0.5)
純転入
国内企業 o=k+m -0.8  (-2.2) -1.7  (-2.7)










雇用者数（対数値） 0.369 *** 0.490 *** 0.249 *** 0.104 *** 0.284 *** 0.454 *** 0.265 ***
売上高（対数値） 0.936 *** 1.029 *** 0.846 *** 0.743 *** 0.751 *** 0.971 *** 0.963 ***
総資産額（対数値） 0.767 *** 0.981 *** 0.556 *** 0.247 *** 0.514 *** 1.293 *** 1.010 ***
労働生産性（対数値） 0.426 *** 0.408 *** 0.426 *** 0.449 *** 0.351 *** 0.520 *** 0.413 ***
TFP （対数値、ＬＰ法） 0.425 *** 0.411 *** 0.441 *** 0.460 *** 0.406 *** 0.456 *** 0.405 ***
TFP （対数値、インデックス） 0.666 *** 0.402 *** 0.919 *** 1.180 *** 0.864 *** 0.114 0.438 ***
営業利益 0.012 ** 0.005 0.018 *** 0.021 *** 0.012 *** 0.027 *** 0.022 **
一人当たり賃金（対数値） 0.250 *** 0.200 *** 0.285 *** 0.321 *** 0.236 *** 0.290 *** 0.285 ***
成長率
雇用者数 0.006 * 0.004 0.008 0.015 *** -0.007 -0.014 0.001
売上高 0.018 *** 0.030 *** 0.006 -0.006 0.042 ** -0.028 0.035 **
労働生産性 0.017 ** 0.016 0.018 * 0.016 0.041 * -0.030 0.004
TFP（ＬＰ法） 0.021 -0.003 0.047 *** 0.067 *** 0.049 * -0.066 -0.012
TFP （インデックス） 0.028 *** 0.045 *** 0.011 -0.011 0.000 -0.004 0.111 **
Levels
Log employment 0.173 *** 0.246 *** 0.122 *** 0.070 *** 0.100 0.234 ** 0.119
Log sales 0.719 *** 0.698 *** 0.734 *** 0.681 *** 0.675 *** 0.842 *** 0.870 ***
Log assets 0.468 *** 0.595 *** 0.377 *** 0.140 *** 0.383 *** 1.150 *** 0.849 ***
Log labor productivity 0.406 *** 0.363 *** 0.432 *** 0.410 *** 0.429 *** 0.653 *** 0.451 ***
Log TFP (LevPet) 0.421 *** 0.386 *** 0.445 *** 0.423 *** 0.498 *** 0.584 *** 0.446 ***
Log TFP (Index) 0.779 *** 0.469 *** 0.998 *** 1.206 *** 1.062 *** 0.185 0.582 ***
Operating profit 0.018 ** 0.020 0.016 *** 0.017 *** 0.011 *** 0.015 * 0.030 **
Log wage 0.265 *** 0.190 *** 0.315 *** 0.325 *** 0.293 *** 0.298 *** 0.326 ***
Growth rates
Employment 0.008 ** 0.003 0.011 * 0.016 *** 0.026 -0.039 0.002
Sales 0.024 *** 0.043 *** 0.010 -0.003 0.078 *** -0.035 0.036 *
Labor productivity 0.020 ** 0.022 * 0.017 0.014 0.067 ** -0.033 0.003
TFP (LevPet) 0.034 ** 0.016 0.047 *** 0.062 *** 0.086 *** -0.074 -0.018
TFP (Index) 0.041 *** 0.069 *** 0.019 -0.009 0.021 0.012 0.143 ***
Notes: The premiums are estimated coefficients on a binary variable for foreign ownership. All regressions control for industry and year fixed effects. For
the level equations for labor productivity, TFP, operating profit, and wage, the size of each firm measured by the logarithm of employment is controlled for.

















(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.862*** 0.880*** 0.815*** 0.952*** 0.960*** 0.923***
(0.007) (0.007) (0.016) (0.002) (0.003) (0.004)
GAPijt-1 0.169*** 0.174*** 0.162*** 0.788*** 0.767*** 0.816***
(0.006) (0.011) (0.007) (0.007) (0.012) (0.008)
FDI sharejt-1 0.941*** 1.155*** 0.659*** -0.130*** 0.039 -0.256***
(0.139) (0.179) (0.199) (0.046) (0.060) (0.062)
d.MKTshareijt 6.391*** 6.456*** 6.630*** 3.827*** 4.051*** 4.032***
(1.086) (2.069) (1.255) (0.860) (1.315) (0.697)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 142,136 69,570 72,566 142,136 69,570 72,566
Ｆ統計値 269.9 699.8 89.0 3344.3 4961.6 1359.7
決定係数 0.795 0.855 0.647 0.881 0.905 0.757
(b) 被説明変数：労働生産性成長率（ΔPRODijt）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.343*** 0.381*** 0.323*** 0.705*** 0.728*** 0.710***
(0.014) (0.024) (0.019) (0.008) (0.014) (0.011)
GAPijt-1 0.192*** 0.196*** 0.187*** 0.742*** 0.736*** 0.763***
(0.007) (0.011) (0.009) (0.008) (0.013) (0.009)
FDI sharejt-1 0.091 0.221* -0.088 -0.267*** -0.166*** -0.247***
(0.092) (0.118) (0.110) (0.044) (0.056) (0.061)
d.MKTshareijt 2.424*** 3.744*** 1.811*** 1.538*** 2.737*** 1.181***
(0.445) (1.133) (0.442) (0.396) (0.784) (0.374)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 142,515 69,595 72,581 142,515 69,595 72,581
Ｆ統計値 31.3 34.9 35.1 180.8 171.1 180.9





(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.956*** 0.963*** 0.934*** 0.952*** 0.960*** 0.923***
(0.002) (0.003) (0.004) (0.002) (0.003) (0.004)
GAPijt-1 0.620*** 0.601*** 0.646*** 0.790*** 0.758*** 0.832***
(0.009) (0.015) (0.010) (0.008) (0.013) (0.009)
FDI sharejt-1 -0.229*** 0.006 -0.556*** -0.081 -0.129 0.371**
(0.049) (0.063) (0.067) (0.096) (0.117) (0.161)
CATCHijt-1*FDI sharejt-1 0.434*** 0.385*** 0.509***
(0.042) (0.049) (0.062)
CATCHijt-1 0.252*** 0.262*** 0.235***
(0.003) (0.005) (0.003)
GAPijt-1*FDI sharejt-1 -0.025 0.082 -0.401***
(0.054) (0.062) (0.107)
d.MKTshareijt 3.201*** 3.160*** 3.498*** 3.821*** 4.108*** 4.040***
(0.707) (1.068) (0.616) (0.860) (1.321) (0.704)
サンプル数 142,136 69,570 72,566 142,136 69,570 72,566
Ｆ統計値 3611.1 5022.1 1630.3 3298.0 4867.5 1333.5
決定係数 0.905 0.924 0.805 0.881 0.905 0.758
(b) 被説明変数：労働生産性成長率（ΔPRODijt）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.760*** 0.791*** 0.757*** 0.704*** 0.725*** 0.710***
(0.008) (0.014) (0.010) (0.008) (0.014) (0.011)
GAPijt-1 0.585*** 0.574*** 0.605*** 0.749*** 0.742*** 0.765***
(0.009) (0.015) (0.010) (0.008) (0.014) (0.010)
FDI sharejt-1 -0.329*** -0.150** -0.499*** -0.107 -0.058 -0.161
(0.048) (0.060) (0.068) (0.095) (0.116) (0.135)
CATCHijt-1*FDI sharejt-1 0.342*** 0.319*** 0.422***
(0.041) (0.048) (0.067)
CATCHijt-1 0.260*** 0.263*** 0.251***
(0.003) (0.005) (0.003)
GAPijt-1*FDI sharejt-1 -0.097 -0.064 -0.066
(0.063) (0.074) (0.105)
d.MKTshareijt 1.096*** 1.935*** 0.823** 1.525*** 2.707*** 1.183***
(0.339) (0.677) (0.334) (0.396) (0.782) (0.375)
サンプル数 142,515 69,595 72,581 142,515 69,595 72,581
Ｆ統計値 607.6 661.7 478.3 182.5 168.6 177.2




(a) 被説明変数：TFP成長率（ΔPRODijt=lnTFPijt - lnTFPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.880*** 0.894*** 0.839*** 0.990*** 1.003*** 0.957***
(0.007) (0.008) (0.015) (0.003) (0.003) (0.006)
GAPijt-3 0.246*** 0.259*** 0.231*** 1.053*** 1.088*** 1.002***
(0.009) (0.017) (0.010) (0.009) (0.014) (0.009)
FDI sharejt-3 1.037*** 1.282*** 0.592* -0.329*** -0.110 -0.748***
(0.175) (0.200) (0.339) (0.059) (0.075) (0.082)
d3.MKTshareijt 5.307*** 6.261*** 5.169*** 2.932*** 2.739*** 3.465***
(1.007) (1.678) (1.228) (0.652) (1.008) (0.465)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 91,385 45,602 45,783 91,385 45,602 45,783
Ｆ統計値 432.3 1137.8 119.9 3624.2 5803.7 1288.0
決定係数 0.826 0.874 0.689 0.92 0.939 0.8
(b) 被説明変数：労働生産性成長率（ΔPRODijt=lnLPijt - lnLPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.372*** 0.396*** 0.349*** 0.862*** 0.895*** 0.828***
(0.014) (0.028) (0.016) (0.010) (0.017) (0.013)
GAPijt-3 0.281*** 0.288*** 0.272*** 1.023*** 1.066*** 0.972***
(0.010) (0.015) (0.014) (0.010) (0.016) (0.011)
FDI sharejt-3 0.048 0.181 -0.216 -0.236*** -0.075 -0.478***
(0.103) (0.126) (0.146) (0.057) (0.071) (0.079)
d3.MKTshareijt 2.191*** 3.076*** 1.599*** 1.152*** 2.012*** 1.237***
(0.454) (0.960) (0.534) (0.341) (0.599) (0.354)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 91,644 45,643 45,801 91,644 45,643 45,801
Ｆ統計値 73.31 69.57 101.9 264.2 277.7 240.6




(a) 被説明変数：TFP成長率（ΔPRODijt=lnTFPijt - lnTFPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.988*** 0.998*** 0.962*** 0.990*** 1.003*** 0.958***
(0.002) (0.003) (0.005) (0.003) (0.003) (0.006)
GAPijt-3 0.866*** 0.900*** 0.819*** 1.039*** 1.073*** 0.999***
(0.012) (0.021) (0.011) (0.008) (0.013) (0.009)
FDI sharejt-3 -0.530*** -0.257*** -1.083*** -0.738*** -0.427*** -0.900***
(0.064) (0.079) (0.095) (0.111) (0.126) (0.184)
CATCHijt-3*FDI sharejt-3 0.717*** 0.572*** 1.015***
(0.065) (0.075) (0.099)
CATCHijt-3 0.239*** 0.241*** 0.230***
(0.004) (0.007) (0.004)
GAPijt-3*FDI sharejt-3 0.222*** 0.162*** 0.100
(0.060) (0.063) (0.111)
d3.MKTshareijt 2.656*** 2.408*** 3.166*** 2.961*** 2.807*** 3.466***
(0.587) (0.933) (0.409) (0.653) (1.018) (0.463)
サンプル数 91,385 45,602 45,783 91,385 45,602 45,783
Ｆ統計値 4001.5 6234.5 1529.2 3579.1 5631.2 1268.4
決定係数 0.932 0.947 0.833 0.920 0.939 0.800
(b) 被説明変数：TFP成長率（ΔPRODijt=lnLPijt - lnLPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.884*** 0.910*** 0.856*** 0.865*** 0.900*** 0.829***
(0.009) (0.015) (0.012) (0.010) (0.017) (0.014)
GAPijt-3 0.837*** 0.877*** 0.794*** 1.010*** 1.052*** 0.967***
(0.013) (0.022) (0.013) (0.008) (0.013) (0.011)
FDI sharejt-3 -0.399*** -0.253*** -0.629*** -0.614*** -0.355*** -0.696***
(0.062) (0.077) (0.087) (0.116) (0.132) (0.177)
CATCHijt-3*FDI sharejt-3 0.614*** 0.557*** 0.753***
(0.064) (0.073) (0.101)
CATCHijt-3 0.255*** 0.245*** 0.255***
(0.004) (0.007) (0.005)
GAPijt-3*FDI sharejt-3 0.244*** 0.172** 0.170
(0.076) (0.080) (0.132)
d3.MKTshareijt 0.861*** 1.479*** 0.983*** 1.169*** 2.062*** 1.235***
(0.312) (0.561) (0.311) (0.341) (0.604) (0.354)
サンプル数 91,644 45,643 45,801 91,644 45,643 45,801
Ｆ統計値 506.3 578.0 375.2 293.4 312.4 242.6




















































































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2000-07
平均
1-48 全産業 23,324 23,803 23,308 22,607 23,995 23,549 23,703 24,738 23,628
1-30 製造業 11,478 11,478 11,225 10,815 11,502 11,315 11,161 11,661 11,329
33-48 一次産業・鉱業
除く非製造業 11,782 12,258 12,024 11,738 12,447 12,185 12,494 13,031 12,245
33 建設業 348 430 416 372 401 369 390 320 381




57 116 123 127 139 110 129 104 113
36 運輸業 12 22 29 51 58 61 76 57 46
37 通信・放送業 5,268 5,163 5,006 4,816 4,961 4,844 4,714 4,849 4,953
38 小売業 2,906 3,014 2,882 2,783 2,959 2,940 2,874 2,995 2,919
39 金融・不動産業 114 129 124 123 129 131 124 129 125
40 広告業 136 137 134 136 161 155 169 188 152




415 531 559 626 700 750 729 814 641
43 娯楽業 428 387 355 303 300 279 315 347 339
44 情報サービス業 1,276 1,360 1,392 1,376 1,543 1,478 1,467 1,620 1,439
45 飲食店 324 394 404 402 439 406 415 472 407
46 宿泊業 23 46 47 49 49 55 54 52 47




18 30 52 46 58 64 181 188 80
31 農林水産業 81 31 61 61 21 61 51 3 1 4
32 鉱業 56 54 43 38 34 33 33 33 41付表3．外資系企業を過半所有外資と定義した場合の推計結果
(a) 被説明変数：TFP成長率（ΔPRODijt）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.857*** 0.871*** 0.817*** 0.952*** 0.959*** 0.923***
(0.008) (0.008) (0.016) (0.002) (0.003) (0.004)
GAPijt-1 0.170*** 0.178*** 0.162*** 0.787*** 0.768*** 0.815***
(0.006) (0.011) (0.007) (0.007) (0.011) (0.008)
FDI sharejt-1 0.247 0.254 0.299 0.001 -0.076 -0.037
(0.169) (0.253) (0.211) (0.067) (0.122) (0.074)
d.MKTshareijt 6.486*** 6.766*** 6.614*** 3.739*** 3.898*** 3.992***
(1.031) (1.926) (1.211) (0.797) (1.139) (0.673)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 143,058 70,224 72,834 143,058 70,224 72,834
Ｆ統計値 232.9 442.5 89.82 3332.2 4866.4 1365.4
決定係数 0.793 0.852 0.645 0.881 0.905 0.756
(b) 被説明変数：労働生産性成長率（ΔPRODijt）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.339*** 0.362*** 0.324*** 0.710*** 0.733*** 0.711***
(0.014) (0.024) (0.018) (0.008) (0.014) (0.011)
GAPijt-1 0.192*** 0.195*** 0.188*** 0.741*** 0.734*** 0.764***
(0.007) (0.011) (0.009) (0.008) (0.012) (0.009)
FDI sharejt-1 -0.007 0.030 0.107 0.182*** 0.293** 0.053
(0.123) (0.250) (0.110) (0.067) (0.118) (0.078)
d.MKTshareijt 2.443*** 3.717*** 1.851*** 1.504*** 2.632*** 1.179***
(0.430) (1.035) (0.435) (0.377) (0.694) (0.367)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 143,441 70,251 72,849 143,441 70,251 72,849
Ｆ統計値 31.12 32.6 35.75 183.2 175.7 182.2





(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.956*** 0.961*** 0.934*** 0.952*** 0.959*** 0.923***
(0.002) (0.003) (0.004) (0.002) (0.003) (0.004)
GAPijt-1 0.621*** 0.607*** 0.646*** 0.788*** 0.773*** 0.813***
(0.009) (0.015) (0.010) (0.007) (0.012) (0.008)
FDI sharejt-1 -0.073 0.064 -0.242*** 0.124 0.333 -0.172
(0.072) (0.121) (0.086) (0.152) (0.259) (0.169)
CATCHijt-1*FDI sharejt-1 0.293*** 0.313*** 0.349***
(0.062) (0.102) (0.077)
CATCHijt-1 0.264*** 0.276*** 0.244***
(0.003) (0.004) (0.003)
GAPijt-1*FDI sharejt-1 -0.081 -0.266 0.089
(0.100) (0.170) (0.112)
d.MKTshareijt 3.155*** 3.124*** 3.490*** 3.736*** 3.883*** 3.995***
(0.665) (0.942) (0.602) (0.796) (1.135) (0.673)
サンプル数 143,058 70,224 72,834 143,058 70,224 72,834
Ｆ統計値 3525.9 4748.8 1630.2 3288.7 4741.3 1338.9
決定係数 0.904 0.923 0.803 0.881 0.905 0.756
(b) 被説明変数：労働生産性成長率（ΔPRODijt）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d.FRPRODjt 0.762*** 0.782*** 0.757*** 0.710*** 0.731*** 0.711***
(0.008) (0.014) (0.010) (0.008) (0.014) (0.011)
GAPijt-1 0.585*** 0.575*** 0.606*** 0.744*** 0.747*** 0.760***
(0.009) (0.015) (0.010) (0.008) (0.014) (0.009)
FDI sharejt-1 0.042 0.300** -0.165* 0.364** 1.086*** -0.180
(0.073) (0.121) (0.091) (0.156) (0.288) (0.175)
CATCHijt-1*FDI sharejt-1 0.198*** 0.240** 0.231***
(0.062) (0.096) (0.083)
CATCHijt-1 0.270*** 0.275*** 0.259***
(0.003) (0.004) (0.003)
GAPijt-1*FDI sharejt-1 -0.149 -0.695*** 0.183
(0.127) (0.251) (0.143)
d.MKTshareijt 1.101*** 1.937*** 0.845** 1.503*** 2.633*** 1.181***
(0.326) (0.611) (0.332) (0.377) (0.695) (0.367)
サンプル数 143,441 70,251 72,849 143,441 70,251 72,849
Ｆ統計値 607.3 663.5 474.7 181 171.2 178.9




(a) 被説明変数：TFP成長率（ΔPRODijt=lnTFPijt - lnTFPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.875*** 0.887*** 0.839*** 0.992*** 1.003*** 0.957***
(0.008) (0.009) (0.015) (0.003) (0.003) (0.006)
GAPijt-3 0.246*** 0.261*** 0.230*** 1.050*** 1.086*** 0.999***
(0.009) (0.016) (0.010) (0.009) (0.014) (0.009)
FDI sharejt-3 0.590*** 0.665* 0.621** 0.157* 0.198 0.023
(0.226) (0.391) (0.273) (0.090) (0.161) (0.097)
d3.MKTshareijt 5.427*** 6.721*** 5.062*** 2.910*** 2.903*** 3.389***
(0.957) (1.600) (1.171) (0.615) (0.934) (0.462)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 92,052 46,081 45,971 92,052 46,081 45,971
Ｆ統計値 352.7 681.2 125.4 3598.6 5710.5 1295.1
決定係数 0.824 0.872 0.686 0.92 0.939 0.798
(b) 被説明変数：労働生産性成長率（ΔPRODijt=lnLPijt - lnLPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.369*** 0.382*** 0.351*** 0.869*** 0.897*** 0.832***
(0.014) (0.026) (0.016) (0.010) (0.016) (0.013)
GAPijt-3 0.279*** 0.284*** 0.272*** 1.024*** 1.066*** 0.974***
(0.010) (0.015) (0.014) (0.010) (0.015) (0.011)
FDI sharejt-3 0.048 0.292 0.069 0.211** 0.311** 0.060
(0.175) (0.338) (0.137) (0.093) (0.158) (0.102)
d3.MKTshareijt 2.295*** 3.308*** 1.593*** 1.226*** 2.223*** 1.197***
(0.451) (0.948) (0.523) (0.345) (0.602) (0.358)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
企業固定効果 No No No Yes Yes Yes
サンプル数 92,313 46,123 45,989 92,313 46,123 45,989
Ｆ統計値 68.57 67.15 93.39 269.5 282.9 246.5




(a) 被説明変数：TFP成長率（ΔPRODijt=lnTFPijt - lnTFPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.988*** 0.998*** 0.960*** 0.992*** 1.003*** 0.958***
(0.002) (0.003) (0.005) (0.003) (0.003) (0.006)
GAPijt-3 0.864*** 0.900*** 0.815*** 1.039*** 1.074*** 0.988***
(0.012) (0.020) (0.011) (0.009) (0.015) (0.009)
FDI sharejt-3 -0.189* -0.153 -0.271** -0.731*** -0.812*** -0.871***
(0.098) (0.170) (0.106) (0.175) (0.271) (0.218)
CATCHijt-3*FDI sharejt-3 0.690*** 0.973*** 0.592***
(0.102) (0.189) (0.106)
CATCHijt-3 0.254*** 0.253*** 0.247***
(0.004) (0.007) (0.004)
GAPijt-3*FDI sharejt-3 0.614*** 0.735*** 0.596***
(0.119) (0.196) (0.143)
d3.MKTshareijt 2.670*** 2.641*** 3.109*** 2.942*** 2.920*** 3.429***
(0.561) (0.886) (0.420) (0.615) (0.932) (0.462)
サンプル数 92,052 46,081 45,971 92,052 46,081 45,971
Ｆ統計値 3960.7 6133.2 1521.9 3552.4 5542.8 1282.8
決定係数 0.932 0.947 0.831 0.92 0.939 0.798
(b) 被説明変数：労働生産性成長率（ΔPRODijt=lnLPijt - lnLPijt-3）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業
d3.FRPRODjt 0.887*** 0.906*** 0.857*** 0.869*** 0.896*** 0.833***
(0.009) (0.015) (0.012) (0.010) (0.016) (0.014)
GAPijt-3 0.839*** 0.876*** 0.796*** 1.013*** 1.050*** 0.964***
(0.013) (0.022) (0.013) (0.010) (0.016) (0.011)
FDI sharejt-3 -0.039 -0.047 -0.061 -0.589*** -0.791*** -0.624***
(0.100) (0.169) (0.110) (0.171) (0.275) (0.209)
CATCHijt-3*FDI sharejt-3 0.533*** 0.943*** 0.336***
(0.099) (0.176) (0.111)
CATCHijt-3 0.268*** 0.257*** 0.270***
(0.004) (0.007) (0.005)
GAPijt-3*FDI sharejt-3 0.661*** 1.001*** 0.530***
(0.137) (0.241) (0.165)
d3.MKTshareijt 0.968*** 1.796*** 0.964*** 1.242*** 2.229*** 1.218***
(0.324) (0.586) (0.323) (0.345) (0.600) (0.359)
サンプル数 92,313 46,123 45,989 91,644 45,643 45,801
Ｆ統計値 498 572.7 376.6 293.4 312.4 242.6
決定係数 0.613 0.63 0.589 0.543 0.572 0.504
注：括弧内の数値は、不均一分散に対して頑健な標準誤差を示す。 ***、**、*はそれぞれ、有意水準1、5、
10％で有意であることを示す。ここでの推計結果には、産業ダミーと年ダミーが含まれるが、その係数の表示
は省略する。また、すべての式は企業固定効果を考慮した固定効果モデルで推定されている。